
離島振興法の概要 

１．制定及び改正の経緯 

① 離島地域を有する地方公共団体等の要望の高まりを背景に、昭和28年に議員立法により制定
（10年間の時限立法） 

② 現行の離島振興法は、所要の改正と有効期限の10カ年延長が提案され、平成14年7月12日に
成立、同19日公布、平成15年4月1日から施行（5回目の改正・延長） 

２．離島振興法の目的 

 我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、自然環境の保全等に重要な役割
を担っている離島について、産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある
状況を改善するとともに、離島の地理的及び自然的特性を生かした振興を図るため、地域におけ
る創意工夫を生かしつつ、その基礎条件の改善及び産業振興等に関する対策を樹立し、これに
基づく事業を迅速かつ強力に実施する等離島の振興のための特別の措置を講ずることによって、
離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図り、あわせて国民経済の発
展及び国民の利益の増進に寄与 

３．離島振興法の体系 

離島振興基本方針の策定（法第3条） 

国、地方公共団体その他の者による、離島振興計画に基づく事業の実施（法第５条） 

【国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣】 
 
離島振興対策実施地
域の指定、公示 

意
見 

関係
行政
機関
の長 

【国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣】 
 
離島振興基本方針の

策定、公表  

協
議 

意
見 

【国土審議会】 
 
離島振興に関する重要事
項の調査審議、関係行政
機関の長への意見具申 
（法第２１条） 

法：離島振興法（昭和２８年法律第７２号） 

離島振興対策実施地域の指定（法第2条） 

【市町村】 
 
離島振興計画
（案）の作成 

【都道府県】 
 
市町村計画（案）を反映し、離
島振興基本方針に基づき、離
島振興計画を策定 
 
国土交通大臣、総務大臣、農
林水産大臣へ計画を提出 

【国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣】 
 
関係行政機関の長へ
計画を通知 

【国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣】 
 
計画が離島振興基本 
方針に適合していると
認められるときは、そ
の旨都道府県に通知 

意見 

関係行政機関の長 

離島振興計画の策定（法第４条） 
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４．離島振興法に係る施策及び特例措置等 

■補助率の嵩上げ、離島振興計画に基づく事業で政令に定めるものへの補助（法第7条） 
 （嵩上げ） 

 ・港湾、漁港、道路、空港、義務教育施設、消防機械器具施設（1項） 
 ・災害復旧事業（5項） 
 ・簡易水道（6項） 
 ・他の政令による特例措置（海岸・土地改良等）（7項） 
 ・教員住宅等（8項） 

 （政令に定めるもの（法第7条4項関連） ） 
 ・産業振興、教育及び文化振興、観光開発に係る施設整備 
 ・指定事業（携帯電話等エリア整備事業、離島漁業再生支援交付金等） 

■医療の確保等（法第10条） 
 ・診療所の設置、患者輸送車の整備、定期的な巡回診療等への補助等 

■税の特例（法第19、20条） 
 （国税の特例措置（19条）） 

 ・所得税・法人税の特別償却 
 （地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置（20条）） 

 ・地方税の課税免除に伴う減収補填 

■配慮事項（法第6、8、9、11～18条） 
 ・国の予算への計上（6条） 
 ・地方債への特別配慮（8条） 
 ・資金確保その他の援助（9条） 
 ・高齢者福祉増進（11条） 
 ・交通確保（12条） 
 ・情報流通円滑化及び通信体系充実（13条） 
 ・農林水産業振興（14条） 
 ・教育充実（15条） 
 ・地域文化振興（16条） 
 ・地域間交流促進（17条） 
 ・農地法、自然公園法等における配慮(18条） 
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離島振興対策実施地域の概要 
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■我が国は6,852の島嶼により構成されている。このうち、離島振興法による離島振興 
  対策実施地域は 254島（75地域） となっている。 
■離島振興対策実施地域の面積は 5,206 k㎡ で全国面積の 1.38％、人口は 約38  
  万 7千人で全国人口の 0.30％を占めている。 

（注）人口は、平成22 年国勢調査による。 

（平成 24 年 4 月 1 日現在） 

5 
254 

6,852 305 （離島振興法） 
(全島嶼） 418 

(有人島) 
113 51 39 

(沖縄振興特別措置法) 6,429 
(無人島) 8 

(奄美群島振興開発特別措置法) 
4 

(小笠原諸島振興開発特別措置法) 

(本州、北海道、四国 
九州及び沖縄本島) 

(法対象) 

(法対象外)      (その他の法律) 

6,847 
(離島) 

 日本の島嶼の構成 

 離島振興対策実施地域の現況 
区分 離島の状況

地域数 75

指定有人島数 254

面積 5，206km2

（対全国比） (1.38%)

人口 387千人

（対全国比） (0.30%)

関係市町村数 110



離島の人口 
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■昭和３０年から平成２２年までの人口の推移をみると、全国の人口は約４割増加してい 
  る一方、離島の人口は５割以上減少している。 
■離島地域の人口減少率は過疎地域と比較しても著しい。 

 離島の人口の推移（Ｓ３０～Ｈ２２）  全部離島の人口の推移（Ｈ２～２２） 
 ※Ｈ２の指数を100としている。 

（出典）国勢調査（総務省）、離島統計年報 

 離島と他の条件不利地域等の人口推移
の比較（Ｈ17-22） 

（出典）国勢調査（総務省）  
（注）H22時点の全部離島（33市町村）ベースによる比較 

（出典）国勢調査（総務省）、離島統計年報 

地域
人口の増減率
（H17-H22)

離島 -9.1%

過疎地域 -7.1%

全国 0.2%

100  94  89  83  77 
(319千人） 
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値上無 
66% 

(127航路) 

値上有
34% 

(66航路) 

離島の交通 

 離島航路の状況 

■ 離島航路の利用者数はH14年とH18年を比較すると約１１％減。 

■ 離島航路の１６％で減便又は廃止。３４％で運賃値上げを実施。 

現状維

持してい

る航路 
84% 

(163航
路） 

減便又

は廃止し

た航路 
16% 

(30航路)  

○離島航路減便・廃止の割合 ○離島航路値上げの割合 

※本資料における離島航路は、離島振興対策実施地域の離島から就航している航路である。 
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（出典：離島振興計画フォローアップ） 



離島の医療・福祉 

  離島における医療の状況 

医師有離

島58% 
(149島) 

医師不在

離島 42% 
(109島) 

 

 

離島における産婦人科医の状況 

○離島全体の医師不在割合（H19) 
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■医師不在の離島は約４割。 
■産婦人科がある離島は、１０島しかない。 
■１８５島（全体の７１％）で介護保険施設の整備がされていない。 

（出典：離島振興計画フォローアップ） 

○島内で介護保険施設が整備されている離島の割合 

介護保険施設の状況 

島内に施

設有 29% 
(76島) 

島内に施

設無 
71% 

(185 島) 

○産婦人科医のある離島 

（Ｈ２３：離島振興課調べ） 

産婦人科

医のいる離

島,4% 
(10島） 

産婦人科

医のいない

離島, 96% 
(247島） 

（出典：離島振興計画フォローアップ） 



離島の教育 

離島の高等学校の教育環境 

高校無 
90% 

（234島） 

高校有 
10% 

（27島） 

○ 離島の高等学校有無割合（H20） 
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離島の小中学校の廃校の状況 

■島内に高校のある離島は約１０％ 
■離島の小学校は、平成14～20年の間に、42校（離島の小学校数の約11％）が廃校 
  となった。 
■離島の中学校は、平成14～20年の間に、21校（離島の中学校数の約9％）が廃校 
  となった。 

（出典：離島振興計画フォローアップ） 

平成14年 平成20年 差

小学校 394 352
△42

(-11%)

中学校 235 214
△21

（-9%）

○ 離島の小中学校の廃校の状況（Ｈ１４－Ｈ２０） 

（出典：離島振興計画フォローアップ） 





① 基本方針・振興計画の充実 
 ・ 就業、介護、自然環境、エネルギー、人材に関する項目の新設 
 ・ 人・物の移動費用の低廉化、妊婦通院・出産支援、修学支援、防災・地震対策の明記 
 ・ 振興計画について、離島市町村の要請による策定、住民意見を反映させる措置 
② 基本的施策の充実 
 医療、介護、福祉、交通、情報通信、産業、就業、生活環境、教育、文化、観光・交流、 
 自然環境、エネルギー、防災に関するソフト施策の充実 

地域の創意工夫を生かした振興を図るため、離島特区制度について総合的検討→必要な措置 

① 財政上の措置等、公共事業予算の明確化についての特別の配慮 
② 離島活性化交付金等の交付 
 ソフト施策の充実を図るため、都道府県が作成した離島活性化交付金等事業計画に基づく 
 事業等の実施に要する経費に充てるための交付金等の交付 
 （対象事業：ガソリン流通コスト対策、妊婦通院・出産支援、高校生修学支援等を予定） 
③ 法律の目的の達成に資するための税制上の措置等 

主務大臣の追加（文部科学、厚生労働、経済産業、環境）、国土審議会への報告 

離島振興法の一部を改正する法律 概要 

① 離島の国家的国民的役割の明確化 
 離島が我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な役割を担っている旨を規定 
② 離島の置かれた現状と背景の明確化 
 四方を海等に囲まれていること、人口減少の長期継続、高齢化の急速な進展等、 
 他の地域に比較して厳しい自然的社会的条件下にある旨を規定 
③ 離島振興の目的の拡大 
 人の往来・生活物資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して多額である状況の改善、 
 産業基盤・生活環境等に関する地域格差の是正、 
 地域間交流の促進、無人島の増加や人口の大幅減少の防止、定住の促進を図る旨を規定 

１．目的規定の充実（第１条） 

① 基本理念 
 離島の振興のための施策は、離島の国家的国民的役割が十分に発揮されるよう、 
 厳しい自然的社会的条件の改善、地域間交流の促進、無人島の増加や人口の大幅減少の 
 防止、定住の促進が図られることを旨として講ぜられなければならない。 
② 国の責務 
 基本理念にのっとり、離島の振興のための施策を総合的・積極的に講ずる責務 

２．基本理念・国の責務の新設（第１条の２） 

３．実施体制の強化等（第21条の２・第21条の３等） 

５．財政・税制上の措置、離島活性化交付金等の交付 
（第６条、第７条の２～第７条の４、第19条） 

６．離島特区制度の整備（第18条の２） 

４．基本方針・振興計画・基本的施策の充実 
（第３条、第４条、第10条～第17条の４） 

その他 法律の有効期限の10年間延長（平成35年３月31日まで）、防災のための財政措置等、  
    財源の確保、特に重要な役割を担う離島の保全・振興に関する検討等 について規定 

衆議院法制局作成資料 

8 





離
島
の
振
興
に
関
す
る
件 

  

離
島
は
四
方
を
海
等
に
囲
ま
れ
、
人
口
の
減
少
が
長
期
に
わ
た
り
継
続
し
、
か
つ
、
高
齢
化
が
急
速
に
進
展
す
る
等
、
他
の
地
域
に
比
較

し
て
厳
し
い
自
然
的
社
会
的
条
件
の
下
に
あ
る
。
こ
の
た
め
、
離
島
に
お
け
る
安
全
で
安
心
な
島
民
の
生
活
を
確
保
し
、
定
住
の
促
進
を
図

る
こ
と
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
り
、
政
府
は
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
、
そ
の
運
用
に
遺
漏
な
き
を
期
す
る
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

今
回
の
改
正
離
島
振
興
法
の
最
大
の
特
徴
の
一
つ
で
あ
る
ソ
フ
ト
事
業
支
援
施
策
に
つ
い
て
は
、
介
護
、
自
然
環
境
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
は
じ
め
、
交
通
・
情
報
通
信
、
産
業
・
雇
用
、
医
療
・
福
祉
、
教
育
、
防
災
・
減
災
の
分
野
と
い
っ
た
多
岐
に
わ
た
る
も
の
で

あ
り
、
具
体
的
か
つ
充
実
し
た
施
策
の
実
施
に
努
め
、
離
島
住
民
の
定
住
に
資
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
例
え
ば
、
人
の
往
来
及
び
物
資

の
流
通
に
要
す
る
費
用
の
低
廉
化
に
資
す
る
た
め
の
施
策
の
充
実
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
所
要
の
措
置
の
実
現
を
図
る
こ
と
。
と
り

わ
け
新
し
く
創
設
し
た
離
島
活
性
化
交
付
金
制
度
に
つ
い
て
は
積
極
的
か
つ
き
め
細
や
か
な
活
用
を
図
る
こ
と
。 

 

二 

改
正
後
の
離
島
振
興
法
第
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
離
島
活
性
化
交
付
金
等
事
業
計
画
に
記
載
す
る
事
業
等
と
し
て
、
離
島
漁
業
再
生

支
援
交
付
金
、
携
帯
電
話
等
エ
リ
ア
整
備
事
業
、
へ
き
地
保
健
医
療
対
策
費
、
医
療
施
設
等
設
備
整
備
費
、
医
療
施
設
等
施
設
整
備
費
、

離
島
流
通
効
率
化
事
業
及
び
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業
を
盛
り
込
む
と
と
も
に
、
離
島
の
妊
婦
の
健
康
診
査
の
受
診
及
び
出
産
に
対
す

る
支
援
等
新
た
な
国
の
離
島
活
性
化
に
資
す
る
ソ
フ
ト
事
業
に
つ
い
て
も
盛
り
込
む
こ
と
。 

 
 

ま
た
、
改
正
後
の
離
島
振
興
法
第
七
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
公
表
す
る
こ
と
と
す
る
事
業
等
と
し
て
は
、
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改

善
事
業
及
び
離
島
ガ
ソ
リ
ン
流
通
コ
ス
ト
支
援
事
業
を
盛
り
込
む
こ
と
。 

 

三 

離
島
航
路
・
航
空
路
は
離
島
住
民
の
生
活
に
と
っ
て
欠
か
せ
な
い
生
命
線
で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
「
海
の
国
道
」
と
し
て
重
要
な
役
割
を

担
っ
て
い
る
航
路
も
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
必
要
な
支
援
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
離
島
航
路
・
航
空
路
の
安
定
的
な
維
持
が
離
島
に
お
け

る
定
住
の
促
進
に
欠
か
せ
な
い
こ
と
か
ら
、
そ
の
支
援
に
関
し
て
必
要
と
な
る
新
た
な
法
制
の
整
備
を
含
め
支
援
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検

討
す
る
こ
と
。
併
せ
て
、
国
と
地
方
の
適
切
な
役
割
分
担
も
踏
ま
え
て
、
離
島
の
道
路
の
国
道
指
定
に
つ
い
て
柔
軟
な
運
用
を
図
る
こ
と
。 

平
成
二
十
四
年
六
月
十
五
日 

衆
国
委
百
八
十
第
二
号 

 

衆
議
院
国
土
交
通
委
員
会 

決
議 

※
参
議
院
附
帯
決
議
も
概
ね
同
内
容 
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四 
政
府
に
お
い
て
、
災
害
時
多
目
的
船
（
病
院
船
）
を
導
入
・
運
用
す
る
際
は
、
災
害
時
等
以
外
の
平
時
に
お
け
る
離
島
住
民
の
検
診
・

医
療
等
へ
の
活
用
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。
ま
た
、
災
害
時
の
離
島
の
孤
立
防
止
等
の
た
め
、
離
島
に
お
け
る
飛
行
艇
の
定
期
的
な
活

用
も
併
せ
て
検
討
す
る
と
と
も
に
、
ヘ
リ
ポ
ー
ト
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
。 

 

五 

学
校
は
離
島
定
住
促
進
の
条
件
と
し
て
極
め
て
重
要
な
施
設
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
こ
う
し
た
教
育
施
設
の
維
持
及
び
存
続
に
つ
い
て

国
は
可
能
な
限
り
支
援
す
る
こ
と
。 

 

六 

離
島
特
別
区
域
制
度
に
つ
い
て
、
政
府
は
そ
の
制
度
の
詳
細
設
計
を
定
め
た
新
た
な
法
制
の
整
備
を
早
急
に
検
討
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、

既
存
の
復
興
特
別
区
域
制
度
等
を
参
考
と
し
、
厳
し
い
自
然
的
社
会
的
条
件
の
下
に
あ
る
離
島
の
活
性
化
と
定
住
の
促
進
に
資
す
る
規
制

の
特
例
措
置
、
金
融
・
財
政
上
の
措
置
な
ど
を
盛
り
込
む
こ
と
。 

 

七 

政
府
は
、
離
島
振
興
の
成
功
事
例
を
収
集
し
、
離
島
関
係
自
治
体
へ
の
周
知
の
徹
底
に
努
め
る
こ
と
。 

 

八 

本
委
員
会
は
、
附
則
第
五
条
に
規
定
す
る
「
早
急
に
」
は
、
一
年
以
内
と
認
識
す
る
。 

  

右
決
議
す
る
。 
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